
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（平成２７年４/１現在） ????????????????????????????????? （単位：人）
主な増減理由対前年

増減数
職員数区分

部門 平成２７年平成２６年
　０　　９９議会

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

国勢調査対応など欠員補充　３１７３１７０総務
　０　５６５６税務

セーフティネットコールセンターなど増員　７３３１３２４民生
　０　６７６７衛生
　０　　２２労働
　０　　７７農水
　０　　９９商工

欠員補充　３１００９７土木
<参考>人口１万人当たり職員数４１人　１３７５４７４１計
欠員補充　２１９９１９７教育部門
<参考>人口１万人当たり職員数５２人　１５９５３９３８小　計
欠員補充・増員　１９３３７３１８病院公

営
企
業
等

会
計
部
門

欠員不補充△１　　９１０下水道
欠員不補充△１　４９５０その他

　１７３９５３７８小　計

<参考>人口１万人当たり職員数７４人　３２１,３４８
〔１,３９５〕

１,３１６
〔１,３９５〕合　　計

（注）職員数は教育長を含む一般職に属する職員数です。〔　〕内は、条例定数の合計です。
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職員の任免および職員数に関する状況１

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４/１現在）
構成比職員数標準的な職務内容区分
　３％　２０人部長およびこれに相当する職務５級
１９％１２１人課長・課長補佐およびこれに相当する職務４級

２０％１３２人係長、主任長およびこれらに相当する職務ならびに特に高度な知識およ
び経験を要する業務を行う職務３級

２９％１８８人主任、長期主任ならびに高度な知識および経験を要する業務を行う職務２級
２９％１９０人主事１級

（４）職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成２７年４/１現在）
技能労務職一般行政職区分 平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢

４１６,２００円３５０,４００円４９.６歳４４２,６００円３３６,５００円４３.５歳日野市
３９７,２３２円２９３,４８３円４８.１歳４５４,８８６円３１８,５１３円４１.６歳東京都
３２８,３１８円２８９,１４１円５０.２歳４０８,９９６円３３４,２８３円４３.５歳国

（３）職員採用・退職状況（平成２６年度）
 ??????????????????????????? （単位：人）

退職採用
区分

計女男計女男
２７１４１３３５２１１４病院以外
２９１９１０４１３０１１病院
５６３３２３７６５１２５合計

（４）昇任試験の状況（一般行政職※）（平成２６年度）
　昇任は能力主義、成績主義に基づき行っています。 ??????? （単位：人）

合格者（合格率）受験者職種 女男全体女男全体
　４（８０.０%）１１（６１.１%）１５（６５.２%）　５１８　２３管理職
１０（５８.８%）１４（３２.６%）２４（４０.０%）１７４３　６０係長職
１３（３１.０%）　８（２１.６%）２１（２６.６%）４２３７　７９主任職
２７（４２.２%）３３（３３.７%）６０（３７.０%）６４９８１６２合　計

※一般行政職とは、一般職の職員から教育長、技能労務系職、医師および看護系職を除いたものです

（注）ラスパイレス指数…国家公務員の給与水準を１００とした場合の
地方公務員の給与水準を示す指数。平成２５年度は国家公務員に
おいては、時限的に給与削減措置を実施しているため、給与削減
措置前と給与削減措置後で比較した指数を掲載しています

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４/１現在）
市町村平均日野市区分
１００.４　９９.６平成２５年度給与削減措置前
１０８.６１０７.８平成２５年度給与削減措置後
　９９.９　９９.１平成２６年度

（５）職員の初任給の状況
　　　（平成２７年４/１現在） ??????????????? （単位：円）

国東京都日野市区分
総合職１８１,２００１８１,２００１８１,２００大学卒一般

行政職 一般職１７４,２００
１４２,１００１４３,０００１４３,０００高校卒

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　　　（平成２７年４/１現在） ???????????????? （単位：円）

２０年１５年１０年経験年数
区分

３５９,７４５３０７,０３３２６６,４１５大学卒一般行政職 ３１５,１６７――高校卒
３０４,５６７――高校卒技能労務職

（１）人件費の状況（普通会計決算）
（参考）
２５年度の
人件費率

人件費率
Ｂ／Ａ人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ

住民基本
台帳人口
（２７年１/１）

区分

１６.９％１５.４％９３億６,２１０万９千円２１億６,９８５万１千円６０８億８,６７３万８千円１８０,９７５人平成２６年度

職員の給与に関する状況２

（２）職員採用試験状況（平成２６年度） ????????????????????????? （単位：人）
採用者数※応募者数募集人数募集職種実施日
２４５３７２０人程度事務職員Ａ（大卒）

７/２７
平
成　

年
２６

　４　４３５人程度事務職員Ｂ（大卒）
　０　１１事務職員Ｂ（短大卒）
　１　５３２人程度事務職員Ｃ（大卒）
　１　１０２人程度技術職員（土木）
　１　１２２人程度技術職員（建築）
　０　８１人程度技術職員（機械）
　１　１３１人程度技術職員（電気）
　１　１１人程度技術職員（建築・経験者）
　１　１１人程度事務職員（任期付）３/２０２７年

※平成２７年度採用。看護師については、
大幅に不足しているため随時実施。事
務職員のＢは要保育士資格・幼稚園教
諭資格、Cは要司書資格、（任期付）は
広報活動、情報発信の分野において高
度の専門性、知識経験または優れた識
見を有する者、技術職員（建築・経験
者）は要建築基準適合判定資格

（８）期末・勤勉手当の支給割合（平成２６年度）
国東京都日野市区分

２.６（１.４５）月分２.６（１.４５）月分２.６（１.４５）月分期末手当
１.５（０.７）月分１.６（０.７５）月分１.６（０.７５）月分勤勉手当
４.１（２.１５）月分４.２（２.２）月分４.２（２.２）月分計
加算あり加算あり加算あり加算措置の状況

（注）（　　）内は、再任用職員の支給割合です

（９）退職手当の状況（平成２７年４/１現在）
国日野市

区分
定年自己都合定年自己都合

２５.５５６２５月分２０.４４５月分２３.５月分２３.５月分勤続２０年

支給率
３４.５８２５　月分２９.１４５月分３１.５月分３１.５月分勤続２５年
４９.５９　　月分４１.３２５月分４５　　月分４５　　月分勤続３５年
４９.５９　　月分４９.５９　月分４５　　月分４５　　月分最高限度額

定年早期退職特例措置（３％～４５％加算）など定年早期退職特例措置（２％～２０％加算）などその他の加算措置
２,４２４万９千円３２３万８千円１人当たり平均支給額

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です

（１０）その他の職員手当（平成２７年４/１現在）
支給実績（平成２６年度決算）内容および支給単価手当名

支給総額　６億６,８８４万９千円　職員１人当たり平均支給年額　５０６,７０４円地域手当

１億１,５５９万６千円
配偶者・欠配１子　１３,５００円
その他扶養　　　　６,０００円
特定加算　　　　　４,０００円

扶養手当

１億９,７４５万９千円
部長相当職　１００,０００円～１５０,０００円
課長相当職　　７６,０００円～　９０,０００円
課長補佐職　　６７,０００円～　７３,０００円

管理職手当

　　１,４４３万６千円賃貸住宅に居住する３５歳未満の世帯主に支給　１５,０００円住居手当
　　９,２１５万３千円通勤距離が２キロ以上通勤手当

支給総額　３億４,７６４万５千円　職員１人当たり平均支給年額　２６３,０００円時間外手当

３億８,４０９万円
うち病院分　３億８,３９９万３千円

有害物等取扱手当　日額　　　３００円
危険作業手当　　　日額　１,０００円
死体処理作業手当　１回１,０００円～２,０００円　など

特殊勤務手当

（１１）特別職の報酬などの状況（平成２７年４/１現在）
退職手当期末手当給料・報酬の月額区分

１期の手当額　１,３８６万円平成２６年度支給割合
３.９５月

９９０,０００円市長
給料

１期の手当額　１,０１４万円８４５,０００円副市長

平成２６年度支給割合
４.４月

６２５,０００円議長
報酬 ５６０,０００円副議長

５４５,０００円議員

（２）年次有給休暇の取得状況（一般職）（平成２６年）
取得率B／A平均取得日数B／C全対象職員数C※総取得日数B総付与日数A
２７.５％１０.２日１,３４３人１３,６４７.７日　　　　４９,６０５日

※全対象職員とは、平成２６年１/１～１２/３１の期間在職した職員であり、中途に採用された者や退職した者、育児休業者も含みます

（３）特別休暇などの状況（平成２７年４/１現在）
有給・無給の別付与日数・期間など休暇の種類

有給

必要な時間公民権の行使
必要と認められる期間骨髄移植休暇
１日２回、それぞれ４５分育児時間
その都度必要と認められる期間生理休暇
出産の前後を通じ１６週間（多胎妊娠の場合にあっては２４週間）以内産前および産後の休養
死亡者の区分に応じ、１～１０日の範囲内忌引
７日以内結婚休暇
５日以内ボランティア休暇
７/１～９/３０の期間において５日以内夏季休暇
５日以内※子が複数いる場合は１０日以内子供の看護休暇
２日以内介添休暇
配偶者が出産する場合で、産前産後休養中に５日以内育児参加休暇

無給連続する６カ月の期間内において必要と認められる期間介護休暇

有給
妊娠に起因する症状のため勤務が困難な場合で、１日を単位として合計１０日以内妊娠症状対応休暇
配偶者または２親等以内の親族を介護する場合で、５日以内※要介護者が複数い
る場合は１０日以内短期介護休暇

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）
休憩時間終了時刻開始時刻１週間の正規の勤務時間

１２：００～１３：００１７：１５８：３０３８時間４５分
（注）病院の看護師などで、三交代勤務などにより職務に従事する職員もいますが、勤務時間は原則週３８時間４５分で勤務の割り振りをしています

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況、職員の服務の状況３

（４）育児休業および育児部分休業の状況
　　　（平成２６年度）

女性男性区分

３８人１人育児休業
１１人０人育児部分休業

（５）時間外勤務および休日勤務などの状況（平成２６年度）
職員１人当たりの時間外・
休日勤務月平均時間数支給対象職員数時間外・休日勤務

総時間数
６.５時間８４７人６６,４８１時間

（注）土曜・日曜日などに出勤し、振替休暇を取得した場合を含まず。医師・看護師を除
く●3 ●2

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）
１人当たり
給与費
Ｂ／Ａ

給与費職員数
Ａ区分

合計Ｂ期末・勤勉手当職員手当給料
６７７万２千円６４億５,３５３万２千円１６億４６８万７千円９億９,３３８万２千円３８億５,５４６万３千円９５３人平成２６年度

（注）「給料（基本給）」と「手当」を合わせて「給与」といいます


